
一般 特別 有無
定量
化

性質
別

1
良質な住宅取得と賃貸住宅の供給を
促進する

住宅局住宅政策課 ○ ○ ○ 1

○最低居住面積水準未満率
　目標値：０％（早期）
　実績値：4.6％（H15年度）
　初期値：4.6％（H15年度）
○子育て世帯における誘導居住面積水準達成率
・全国
　目標値：50％（H22年度）
　実績値：42％（H15年度）
　初期値：42％（H15年度）
・大都市圏
　目標値：45％（H22年度）
　実績値：37％（H15年度）
  初期値：37％（H15年度）

・住宅ローン減税や住宅取得資金の贈与税の特例措置、独立行
政法人住宅金融支援機構の証券化支援業務等による、優良な持
家の取得の促進。
・地域住宅交付金の活用による、優良な賃貸住宅の供給等の促
進
・地域優良賃貸住宅制度や独立行政法人都市再生機構による民
間供給支援型賃貸住宅制度等による、優良な賃貸住宅の供給を
促進。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

569,877,000 553,440,000

2 住宅をバリアフリー化する 住宅局住宅政策課 ○ ○ ○ 1

○高齢者の居住する住宅のバリアフリー化率
・一定のバリアフリー化（２箇所以上の手すりの設置又は屋内の段
差解消に該当）
　目標値：56％（H22年度）
　実績値：29％（H15年度）
　初期値：29％（H15年度）
・高度のバリアフリー化（２箇所以上の手すりの設置、屋内の段差
解消及び車椅子で通行可能な廊下幅のいずれにも該当）
　目標値：17％（H22年度）
　実績値：6.7％（H15年度）
  初期値：6.7％（H15年度）
○共同住宅のうち、道路から各戸の玄関まで車椅子・ベビーカー
で通行可能な住宅ストックの比率
　目標値：19％（H22年度）
　実績値：10％（H15年度）
　初期値：10％（H15年度）

①補助等によるバリアフリー化された住宅の供給
　○公共賃貸住宅のバリアフリー化
　　 　 新規に整備する公営住宅、都市機構賃貸住宅の
　　　　バリアフリー仕様による整備及び既設公営住宅、
　　　　都市機構賃貸住宅等のバリアフリー改善の促進
　○高齢者向けの優良賃貸住宅の供給
　　　　バリアフリー化された高齢者向けの優良賃貸住
　　　　宅の供給を促進
　○各種事業における助成対象住宅のバリアフリー化
　　　 各種補助事業等により助成対象となっている民間
　　　共同住宅等の共用部分について、バリアフリー仕
　　　様による整備の促進

②バリアフリー化された住宅に対する優遇措置
　○バリアフリー化された住宅の取得を支援するため、
　　住宅金融支援機構の証券化ローンの枠組みを活用
　　した金利優遇を実施
　○バリアフリーリフォームを支援するため、住宅金融
　　支援機構の融資において死亡時一括償還制度を
　　実施
　○一定のバリアフリー改修工事を行った場合の税制
　　上の特例措置の活用

③高齢者に配慮した住宅に係る基準の普及・啓発等
　○高齢者が居住する住宅の設計に係る指針の普及、
　　活用
　　　「高齢者居住法」の高齢者の居住の安定の確保に
　　　関する基本的な方針に基づく指針
　○住宅性能表示制度の普及
　　　　住宅の性能（高齢者等配慮対策等級）の評価

政策チェックアップ
（実績評価方式）

1,171,000 1,101,000

3
不特定多数の者が利用する建築物を
バリアフリー化する

住宅局建築指導課 ○ ○ ○ 1

○不特定多数の者等が利用する一定の建築物のバリアフリー化
率
　目標値：約50％（H22年度）
　実績値：34％（H16年度）
　初期値：約30％（H14年度）
○不特定多数の者等が利用する一定の建築物（新築）のうち誘導
的なバリアフリー化の基準に適合する割合
　目標値：30％（H20年度）
　実績値：約13％（H16年度）
　初期値：約12％（H15年度）

○建築物における高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進を
図る。
　特に、平成18年のバリアフリー法制定（平成18年12月20日施行）
を受け、次の施策を講じている。
・特別特定建築物（不特定多数の者または主として高齢者、障害
者等が利用する建築物）の2,000㎡以上の建築等（新築・増改築・
用途変更）については、建築物移動等円滑化基準（基礎的基準）
に適合することを義務付け。
・建築物移動等円滑化誘導基準（望ましい基準）を満たす認定特
定建築物については、容積率の算定の特例、表示制度の導入等
の他、税制上の特例措置、低利融資制度、補助等の各種支援を
措置。
・市町村が作成する基本構想に基づき、重点整備地区内における
生活関連施設及びこれらを結ぶ生活関連経路の一体的・連続的
なバリアフリー化を図る事業の一つとして、建築物特定事業を制度
化され、既存建築物についても改修等による部分的なバリアフリー
化の促進が図る。

○窓口業務を行う官署が入居する官庁施設について、窓口業務を
行う事務室の出入口の自動ドア化、多機能トイレの設置等による
高度なバリアフリー化を目指した整備を推進する。また、既存施設
について、手すり、スロープ、視覚障害者誘導ブロック、身体障害
者用便所、自動ドア、エレベーター等の改修を実施する。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

3,800,000 2,100,000

19年度
予算額（千円）

成 果 目 標 に 関 す る 調 書　 【 国 土 交 通 省 】

成果目標 成果目標を達成するための手段
成果目標の達成度合いの

事後的な評価方法
18年度

予算額（千円）
とりまとめ担当局課係施策名No.

成果目標会計別
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19年度
予算額（千円）

成果目標 成果目標を達成するための手段
成果目標の達成度合いの

事後的な評価方法
18年度

予算額（千円）
とりまとめ担当局課係施策名No.

成果目標会計別

4 移動空間をバリアフリー化する
総合政策局
交通消費者行政課

○ ○ ○ ○ 1

道路：約５割（H19）
旅客施設の段差解消：７割強（H19）
視覚障害者誘導用ﾌﾞﾛｯｸ：８割強（H19）
低床ﾊﾞｽ：３0%(H17)
ﾉﾝｽﾃｯﾌﾟﾊﾞｽ：10%(H17)
福祉ﾀｸｼｰ：10,000台(H17)
鉄軌道車両：20%（H17）
旅客船：25%(H17)
航空機：35%(H17)

　歩行空間のバリアフリー化について、市街地の駅、商店街、病院
などの主要ルートにおいて、誰もが安心して通行できるよう、幅の
広い歩道などの整備、歩道の段差解消等を実施するとともに、特
に旅客施設周辺における主な道路において歩行空間のバリアフ
リー化を推進する。また、公共交通機関のバリアフリー化について
は、交通バリアフリー法の適確な運用を図るとともに、交通事業者
等に対し、補助・税制・融資等の支援制度の活用を通じてバリアフ
リー化を進める。
　　また、建築物や公共交通機関などのバリアフリー化や、地域内
における一体的・連続的なバリアフリー化を促進するなど、バリア
フリー施策を総合的に展開することを目的とした「高齢者、障害者
等の移動等の円滑化の促進に関する法律」（バリアフリー新法）が
平成18年12月から施行される。本法の施行を踏まえ、高齢者、障
害者等をはじめとする誰もが自立できるユニバーサルデザインの
考え方に基づいたバリアフリー社会を着実に実現するための施策
を促進する。バリアフリー新法の普及促進を図るための施策とし
て、「心のバリアフリー」社会の実現のための施策の拡充、及び新
たな新制度に基づく基本構想の促進、段階的・継続的な発展（ス
パイラルアップ）を図るための体制を確立する等により、より一層
のバリアフリー化の推進を図る。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

35,819,950
+4,444,710の内数

36,874,675
+2,201,084の内数

5
良質なファミリー向け住宅の供給を促
進する

住宅局住宅政策課 ○ ○ ○ 1

○最低居住面積水準未満率
　目標値：０％（早期）
　実績値：4.6％（H15年度）
　初期値：4.6％（H15年度）
○子育て世帯における誘導居住面積水準達成率
・全国
　目標値：50％（H22年度）
　実績値：42％（H15年度）
　初期値：42％（H15年度）
・大都市圏
　目標値：45％（H22年度）
　実績値：37％（H15年度）
  初期値：37％（H15年度）

・住宅ローン減税や住宅取得資金の贈与税の特例措置、独立行
政法人住宅金融支援機構の証券化支援業務等による、優良な持
家の取得の促進。
・地域住宅交付金の活用による、優良な賃貸住宅の供給等の促
進
・地域優良賃貸住宅制度や独立行政法人都市再生機構による民
間供給支援型賃貸住宅制度等による、優良な賃貸住宅の供給を
促進。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

531,856,000 553,440,000

6
水辺における児童の自然体験を支援
する

河川局河川計画課 ○ ○ ○ ○ 2

自然体験活動拠点数【218箇所（H12）→420箇所（H18）】 ○環境学習・自然体験活動の推進
・子どもの水辺再発見プロジェクトの推進
身近な水辺において子どもたちの環境学習や自然体験活動を推
進するため、文部科学省、国土交通省、環境省の連携プロジェクト
として、平成１１年度に開始している。
教育委員会、河川管理者に加え地域の市民団体等が連携して、
「子どもの水辺協議会」を設置し、体験活動の場としてふさわしい
水辺（「子どもの水辺」）における活動の充実を図る。
また、「子どもの水辺サポートセンター」（平成１４年７月に（財）河
川環境管理財団内に設置）において、「子どもの水辺」の登録受
付、活動に必要な資機材（ライフジャケット等）の貸出、水辺での活
動をコーディネートできる市民団体等の人材の紹介等の支援体制
を整備している。

○自然体験を支援する水辺の整備
・水辺の楽校プロジェクト
子どもの水辺再発見プロジェクトにおいて、水辺整備が必要な場
合においては子どもたちが安全に自然とふれあえるよう河岸や遊
歩道の整備等を行う。
・いきいき海の子浜づくり事業
海岸保全施設の整備にあわせて、良好な海辺の自然環境を利用
し、青少年等が、豊かな情緒を形成する場としての利用しやすい
海岸づくりを行う。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

1,226,000 836,000

7
都市住民が身近に使える公園を確保
する

都市・地域整備局
公園緑地課

○ ○ ○ 2

歩いていける範囲の都市公園の整備率
　【63%（H14）→66%(H19）】

住区基幹公園の整備により、高齢者をはじめとする地域住民の健
康運動の場及び子供の遊び場等となる、歩いていける身近な場所
における都市公園の整備を推進する。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

1,792,000 1,730,000

8
下水道等の汚水処理施設を普及させ
る

都市・地域整備局
下水道部下水道事業課

○ ○ ○ 1

汚水処理人口普及率76%(H14)→81%(H17)→86%(H19)
下水道処理人口普及率65%(H14)→69%(H17)→72%(H19)

下水道は、汚水処理の普及による良好な居住環境の形成をはか
る根幹的な社会基盤整備であり、社会資本整備重点計画に基づく
整備を推進する。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

283,928,000 244,052,000
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19年度
予算額（千円）

成果目標 成果目標を達成するための手段
成果目標の達成度合いの

事後的な評価方法
18年度

予算額（千円）
とりまとめ担当局課係施策名No.

成果目標会計別

9
都市部における良好な水辺空間を形
成する

河川局河川計画課 ○ ○ ○ 1

都市空間形成河川整備率【32%（H12）→40%（H18）】 ○市街地における親水性のある河川整備
ふるさとの川整備事業、桜づつみ、水辺プラザ等水辺で憩えるよう
配慮した事業を推進するとともに、河川改修事業の実施にあたっ
ては、多自然川づくり、周辺の街並みや景観と調和したかわまちづ
くりを推進することにより、良好な水辺空間の整備を進め、うるおい
と安らぎのある都市空間の創出を実現する。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

12,699,900 10,151,800

10 良好な宅地供給を促進する
土地・水資源局
土地政策課

○ ○ ○ ○ 1

良好な環境を備えた宅地整備率
目標値：３２．０％（平成２２年度）

住宅市街地基盤整備事業による関連公共施設の整備推進 政策チェックアップ
（実績評価方式）

60,946,000 57,541,000

11 電線類を地中化する
道路局地方道・環境課
道路交通安全対策室

○ ○ ○ ○ 1

業績指標：市街地の幹線道路の無電柱化率
目標値： 15％（H19年度）
実績値： 11％（H17年度）
初期値： 7%（H14年度）

・都市景観や防災性の向上、安全で快適な通行空間の確保、歴史
的街並みの保全等を図るため、平成16年度を初年度とする「無電
柱化推進計画」に基づき、新技術導入等によるコスト縮減を図りつ
つ、幹線道路における無電柱化を引き続き推進。
・さらに、バリアフリー新法（平成18年12月施行）に基づく重点整備
地区や良好な都市環境・住環境形成の必要な地区、歴史的街並
みを保存すべき地区などの主要な非幹線道路についても無電柱
化を面的に進める。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

48,142,000 41,737,000

12 中心市街地を再生する 住宅局市街地建築課 ○ ○ ○ 1

○中心市街地人口比率の減少率
目標値：前年度比0.5％減　（H21年度）
実績値：前年度比1.1％減　（H16年度）
初期値：前年度比1.1％減　（H16年度）

・中心市街地の再生を図るため、「選択と集中」の考え方に基づ
き、意欲のある地区を選定し、都市機能のまちなか立地及び空き
ビルの再生並びにこれらに関連する賑わい空間施設整備や計画
作成・コーディネートに要する費用について総合的に支援する暮ら
し・にぎわい再生事業を平成18年度に創設。
・地方都市等の中心市街地活性化を図るため、小規模な遊休地
等を核として行われる民間の多様な住宅等の整備事業に対して出
資による支援を行う街なか居住再生ファンドを平成17年度に創設
し、都市の中心部への居住を推進。
・中心市街地において一定の要件を満たす住宅整備事業等に対
し、中心市街地共同住宅供給タイプ優良建築物等整備事業や街
なか居住再生型住宅市街地総合整備事業等により支援。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

11,500,000 11,500,000

13 海岸における親水空間等を形成する 河川局海岸室 ○ ○ ○ 2

人々が海辺に親しむことのできる海岸の延長【約6,700km（H14年
度）→約6,800km（H19年度）】

○面的防護方式を取り入れることにより、親水性及び景観に配慮
した海岸整備の充実に努める。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

2,816,100 2,337,000

14 公共空間における緑化等を推進する
都市・地域整備局
公園緑地課

○ ○ ○ ○ 1

都市域における水と緑の公的空間確保量
　【H19までに約1割増（12㎡/人(H14)→13㎡/人(H19))】

アメニティ豊かな生活環境を形成するため、公園の整備、緑地の
保全・創出、道路、河川、急傾斜地崩壊対策、港湾、空港周辺区
域等の公共空間の緑化を行う。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

40,801,000 34,465,100

15 河川の正常な流量を確保する 河川局河川計画課 ○ ○ ○ 1

河川の流量不足解消指数【54%（H13）→61%（H18）】 ○河川流量の確保のためのダム建設等
河川が本来持っている流水の機能を維持するために必要な流量
を確保するためのダム等の整備を進め、河川の利水安全度の向
上を図る。その際、既存ダムの有効活用として、貯水池容量の効
率的な再配分による既存ダムの徹底活用等に取り組む。また、事
業を進めるに当たっては、コスト縮減を図りながら、重点化・効率
化に取り組みつつ、計画的な投資と事業展開を行う。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

22,130,434 20,978,699

16 水道水源域の水質を改善する
都市・地域整備局
下水道部下水道事業課

○ ○ ○ 1

水道水源域における下水道処理人口普及率48%(H12)→60%(H17)
→60%(H18)

水道水源域における普及促進を図るため、これらの地域において
通常よりも補助対象範囲を拡大し、下水道管きょの整備や処理場
の整備など、下水道の整備を推進する。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

45,296,000 43,660,000

17 河川の水質を改善する 河川局河川計画課 ○ ○ ○ 1

河川における汚濁負荷削減率【65％（H14）→78％（H19）】 ○浄化事業等の実施
河川において浄化施設等の設置を進め、水質改善を実現する。

○関係機関及び流域自治体と連携による水質改善施設等の整備
河川管理者と関係機関及び流域自治体が一体となって、水質改
善施設等の整備をすることにより、水質改善を図る清流ルネッサン
スⅡを推進。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

5,663,000 4,823,750

18
水害による被害を軽減するため、施
設整備を行う

河川局河川計画課 ○ ○ ○ ○ 1

洪水による氾濫から守られる区域の割合【約58%（H14）→約62%
（H19）】
床上浸水を緊急に解消すべき戸数【約9万戸（H14）→約6万戸
（H19）】
流下能力不足橋梁数【4,500（H13）→3,500（H18）】
下水道による都市浸水対策達成率【50.6%（H14）→54%（H19）】

○洪水による氾濫被害から守るための河川整備・ダム等洪水調節
施設の整備、砂防設備の整備

○下水道による雨水対策施設の整備の推進

政策チェックアップ
（実績評価方式）

604,258,940 605,580,870
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19
台風時の被害を軽減するため、気象
情報を充実する

気象庁予報部業務課 ○ ○ ○ 2

業績指標:台風中心位置予報の精度
目標値:360km(H17年）
実績値:323km(H17年）
初期値：443km(H12年）

・平成18年3月にスーパーコンピュータを更新し、これを情報処理
基盤として、観測データを取り込む解析手法の高度化や数値予報
モデルの改善等、台風予報精度向上に資する施策を計画的に実
施する。
・運輸多目的衛星新1号機を平成17年2月に打ち上げ同6月に運用
を開始、新2号機も平成18年2月に打ち上げ同9月に待機運用を開
始。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

1,015,568 1,030,532

20
土砂災害による被害を軽減するた
め、施設整備を行う

河川局河川計画課 ○ ○ ○ ○ 1

土砂災害から保全される戸数【約120万戸（H14）→約140万戸
（H19）】
土砂災害から保全される災害時要援護者関連施設数【約3,100施
設（H14）→約4,100施設（H19）】

砂防事業・地すべり対策事業・急傾斜地崩壊対策事業の進捗を図
り、砂防設備・地すべり防止施設・急傾斜地崩壊対策施設の整備
を推進すること

政策チェックアップ
（実績評価方式）

150,213,000 147,934,000

21
津波・高潮等の災害による被害を軽
減するため、施設整備を行う

河川局海岸室 ○ ○ ○ 1

津波・高潮による災害から一定の水準の安全性が確保されていな
い地域の面積【約15万ha（H14年度）→約10万ha（H19年度）】

○海岸保全施設の新規整備、老朽化施設の更新、水門等の機能
の高度化等の促進
○住民の自衛（避難）行動の支援等のソフト対策を含めた総合的
な防災対策の推進
○事業計画の見直しや重点投資区間の設定などにより、成果の
早期発現につとめ、効率的に事業を推進

政策チェックアップ
（実績評価方式）

23,266,100 24,344,650

22 災害時の緊急支援ルートを確保する
道路局国道・防災課
道路防災対策室

○ ○ ○ 1

業績指標：災害時に広域的な救援ルートが確保されている都市の
割合
目標値： 76％（H19年度）
実績値： 73％（H17年度）
初期値： 66％（H14年度）

　災害に対して安全で信頼性の高い道路網を確保するため、地域
の日常活動や災害時の緊急活動等を支える道路について、法面
対策や橋梁耐震補強などの防災･震災対策を重点的に進める。
　特に、
・橋梁耐震補強を着実に進めるため、引き続き「緊急輸送道路の
橋梁耐震補強３箇年プログラム」及び「新幹線、高速道路をまたぐ
橋梁の耐震補強３箇年プログラム」に基づく緊急対策を重点的に
推進する。
・防災対策を効率的・効果的に実施するため、緊急輸送道路及び
事前通行規制区間での斜面対策を重点的に推進する。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

68,669,000 70,906,000

23
震災時の水害による被害を軽減する
ための施設整備を行う

河川局河川計画課 ○ ○ ○ ○ 1

地震時に防護施設の崩壊による水害が発生する恐れのある地域
の解消【約13,000ha（H14）→約10,000ha（H19）】

○堤防等河川管理施設の耐震化
大規模な地震に対する強度が不十分な堤防等河川管理施設の耐
震化を推進し、地震に対する安全度向上を図る。

○海岸保全施設の耐震化
大規模な地震に対する強度が不十分な海岸保全施設の耐震化を
推進し、地震に対する安全度向上を図る。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

13,497,040 13,698,505

24
多数の者が利用する建築物を耐震化
する

住宅局建築指導課 ○ ○ ○ 1

○新耐震基準が求める耐震性を有する住宅ストックの比率
　目標値：84％（H22年度）
　実績値：75％（H15年度）
　初期値：75％（H15年度）

・耐震改修促進法に基づく国の基本方針及び都道府県耐震改修
促進計画の策定による計画的な耐震化の推進。
・住宅・建築物耐震改修等事業による耐震診断、耐震改修等に要
する費用の補助。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

13,000,000 13,650,000

25 住宅を耐震化する 住宅局建築指導課 ○ ○ ○ 1

○特定建築物の耐震化率
　目標値：84％（H22年度）
　実績値：75％（H15年度）
　初期値：75％（H15年度）

・耐震改修促進法に基づく国の基本方針及び都道府県耐震改修
促進計画の策定による計画的な耐震化の推進。
・住宅・建築物耐震改修等事業による耐震診断、耐震改修等に要
する費用の補助。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

13,000,000 13,650,000

26 震災時の避難地を確保する
都市・地域整備局
公園緑地課

○ ○ ○ 1

一定水準の防災機能を備えるオープンスペースが一箇所以上確
保された大都市の割合
　【約9％(H14)→約25％(H19)】

都市における防災機能を強化し、安全でゆとりある生活を確保す
るため、市街地において災害時に広域的な避難の用に供する広
域避難地等の整備を実施する。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

50,067,000 51,370,000

27 震災時の緊急物資の供給を確保する 港湾局海岸・防災課 ○ ○ ○ 1

港湾による緊急物資供給可能人口【約1,900万人（H14）→約2,600
万人（H19）】

・大規模地震の切迫性の高い観測強化地域、特定観測地域の港
湾において、耐震強化岸壁等の整備により緊急物資等の供給が
可能な人口を算出したものである。
・引き続き観測強化地域など大規模地震の切迫性の高い地域に
おける耐震強化岸壁の整備を推進する。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

7,097,920 7,657,203

28 密集市街地を改善する
住宅局
市街地住宅整備室

○ ○ ○ ○ 1

○地震時等において大規模な火災の可能性があり重点的に改善
すべき密集市街地（8000ha）のうち最低限の安全性が確保される
市街地の割合
　目標値：約30％（H19年度）
　実績値：29％（H17年度）
　初期値：0％（H14年度）

住宅市街地総合整備事業
都市防災総合推進事業
等

政策チェックアップ
（実績評価方式）

43,815,000の内数 39,495,000の内数
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29
海上における死亡・行方不明者を減
少させる

海上保安庁警備救難部
救難課

○ ○ ○ 1

業績指標：海難及び船舶からの海中転落による死亡・行方不明者
数
目標値：220人以下（H22年）
実績値：276人（H17年）
初期値：331人（H12）

①ライフジャケット着用率の向上
②海難等の情報の早期入手
③救助・救急活動の充実強化

政策チェックアップ
（実績評価方式）

6,086,591 5,846,866

30 船舶交通の安全を確保する
海上保安庁交通部
企画課

○ ○ ○ ○ 1

○業績指標：ふくそう海域における航路を閉塞するような大規模海
難の発生数
目標値：0件（H17年度以降毎年度）
実績値：0件（H17年度）
初期値：0件（H14年度）

・安全性と効率性を両立させた新しい交通体系の導入に向けた検
討
・次世代型航行支援システム等航路標識の整備
・海上交通センターの拡充
・海上交通法令の励行等の実施
・海上交通センター等の的確な運用の継続
・主要国際幹線航路の整備及び保全

政策チェックアップ
（実績評価方式）

19,874,388 16,839,817

31
ハイジャック・航空機テロの発生を防
止する

航空局航空保安対策室 ○ ○ ○ ○ 1

業績指標：航空機に対するハイジャック・テロの発生件数
目標値：０件（H16年度以降毎年度）

①ハイジャック・テロ対策の推進
・航空保安に万全を期すため、従来の空港警戒体制の最高レベル
を「レベルⅠ」として恒久化するとともに、特定の対象への脅威が
高まった場合の措置を「レベルⅡ」「レベルⅢ」として設定。また、航
空保安対策の基準を強化。
・空港における保安対策（場周フェンスの強化、センサーの設置
等）を強化。
・空港警備の状況、レベルⅠに基づいた保安措置の実施状況等
の監査を定期的に実施。また、当該監査に係るデータ管理システ
ムの構築。
・航空法施行規則の一部改正を行い、航空保安に関する規定を整
備。
・貨物用X線検査装置や空港関係者等検査機器の導入促進。ま
た、貨物用X線検査装置による爆発物検査及び空港従業員等検
査を実施。
・スカイ・マーシャル（航空機に警察官を警乗させる制度）の実施を
決定。
・危機管理のための現場の状況把握及び指示システムの拡充。
・航空保安対策に関する体制の整備・充実。
・ICAOの取組に対する財政的貢献等国際協力の推進。

②ハイジャック検査体制の維持・強化
・ハイジャック検査体制の維持・強化を図るため、保安措置の強化
について必要な補助を実施。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

8,271,889 9,926,547

32 航空事故を減らす 航空局運航課 ○ ○ ○ ○ 1

業績指標：国内航空における事故発生件数
目標値：１６．６件／年（H15～19年平均）

①航空会社に対する輸送安全対策の強化
・監査専従部門を拡充し、監査対象を拡大するとともに、専門的か
つ高度な知見を持つ職員を育成すること等により、航空会社に対
する監視･監督体制を強化する。
・予防的安全行政を推進するため、安全情報を収集・管理するた
めのシステム構築に向けた取組みや操縦士等の航空身体検査基
準・マニュアルの見直しに向けた取組みを進めるとともに、航空機
安全に係る国際連携を強化する。
②航空管制業務等の安全性の向上
・管制官の誤指示防止のため、滑走路の閉鎖情報等を空港や管
制部の管制卓にグラフィックや文字で表示するためのシステム整
備や航空情報を電子化し管制機関と情報の共有を図る航空情報
センターの整備及び情報伝達を確実にするため滑走路待機灯火
システムの整備等を行う。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

4,602,697 8,691,757

33 道路交通事故を抑止する
道路局地方道・環境課
道路交通安全対策室

○ ○ ○ ○ 1

業績指標：道路交通における死傷事故率
目標値：108 件/億台キロ（118 を約１割削減）（H19年）
実績値：120 件/億台キロ（暫定値）（H17年）
初期値：118 件/億台キロ（H14 年）

業績指標：あんしん歩行エリア内の全死傷事故及び歩行者・自転
車死傷事故の抑止率
（順に、死傷事故の抑止率、歩行者・自転車死傷事故の抑止率）
目標値：約２割、約３割（H19年）

業績指標：事故危険箇所対策実施箇所の死傷事故の抑止率
目標値：約３割 （H19年）
実績値：約３割抑止（H15年度に対策が概成した768箇所）

・効果的、効率的な交通事故対策を進めるため、幹線道路におけ
る対策を重点的に実施するとともに、市街地内の事故発生割合の
高い地区において、「あんしん歩行エリア」の整備を引き続き進め
る。
・個別の対策実施にあたっては､｢交通事故対策・評価マニュアル」
等を用い、科学的な分析に基づく対策を継続するとともに、現場の
状況に応じた工夫のある取組みを共有する。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

191,703,310 210,558,886

34 自動車の安全性を高める
自動車交通局
技術安全部技術企画課

○ ○ ○ 1

車両対車両衝突事故における死亡事故率（正面衝突）
目標値：3.0%（H22年）

車両の安全基準の強化・拡充を中心とする車両安全対策の推進 政策チェックアップ
（実績評価方式） 657,413 450,406
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35 事業用自動車の安全運行を確保する
自動車交通局総務課
安全監査室

○ ○ ○ 1

事業用自動車の運行管理に起因する事故割合
目標値：５０％（Ｈ２２）

監査の総合データベースを構築することにより、安全対策が十分
でない恐れがある事業者を効率的に抽出し確実に事後チェック
（監査・処分）を行い効率的な改善施策を講じさせること等により、
運行管理に起因する事故の未然・再発防止を図る。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

120,518 47,633

36 踏切道の安全を向上させる 道路局路政課 ○ ○ ○ 1

業績指標：「開かずの踏切」の対策率
目標値： 100％（H22年度）
初期値：  15％（H17年度）

○迅速な整備計画策定の推進
開かずの踏切連担区間等においては、道路管理者と鉄道事業者
の役割を明確化する為、オープンな議論による総合的な整備計画
の策定を促進

○整備計画策定済み箇所における対策の強力な促進
整備計画に基づき、踏切対策を強力に促進するため、改正踏切道
改良促進法により対策の義務化を図る法指定を、より積極的に行
う。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

1,510,000 1,541,000

37 鉄道の安全を確保する 鉄道局施設課 ○ ○ ○ 1

業績指標:
（１）遮断機のない踏切道数【4000箇所（２２年度)】
（２）急曲線における速度超過防止用ATS等の設置率(緊急整備計
画に基づくもの)【100%(21年度)】
（３）地方中小鉄道におけるATS設置率（誤出発防止機能を有する
もの）【100%(18年度)】
（４）地下鉄道の火災対策基準を満たす地下駅の割合【100%(20年
度)】

（１）踏切道の遮断機整備に対する補助
（２）速度超過防止用ATS等の整備の義務付け及び同整備に対す
る補助等
（３）誤出発防止用ATS等の整備に対する補助等
（４）地下駅火災対策施設の整備の義務付け及び同整備に対する
補助等

政策チェックアップ
（実績評価方式）

5,668,166 4,081,383

38
船舶の安全航行を確保するため放置
艇を減らす

港湾局環境整備計画室 ○ ○ ○ ○ 1

港湾におけるプレジャーボートの適正な係留・保管率【45%（H8）→
55%（H18）】

放置艇を収容する簡易な係留・保管施設（ボートパーク）の整備を
推進することにより、係留・保管能力の向上を図るとともに、港湾
区域内において船舶等の放置等を禁止する区域の指定を推進す
るなど、係留・保管施設整備と規制措置を両輪とした放置艇対策
を引き続き推進する。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

712,318 528,086

39 道路構造物を適切に維持管理する 道路局国道・防災課 ○ ○ ○ 1

業績指標：道路構造物保全率
橋梁　目標値：93%（H19年度）
　　　　実績値：85%（H17年度）
　　　　初期値：86%（H14年度）

舗装　目標値：91%
　　　　（平成14年度の水準（91%）を維持）（H19年度）
　　　　実績値：94%（H17年度）
　　　　初期値：91%（H14年度）

○橋梁・舗装の維持、修繕
・橋梁等の道路構造物を計画的に管理するために、健全度の把握
に努める。
・予防保全の実施や橋梁の長寿命化など、経済的な道路管理の
実施。
・三大損傷（疲労、塩害、アルカリ骨材反応）の橋梁や点検結果か
ら緊急対策が必要な橋梁に対 しては、抜本的な修繕を行い、長寿
命化を推進。
・舗装については、打換えや切削オーパーレイ等の修繕の前に、
予防的にシール注入、切削（こぶ取り）を導入し長寿命化を推進。
・効率的な管理を行うため、非破壊検査やモニタリング等、補修・
点検技術等について民間等と共同した技術開発、及び的確な管
理を実施するための技術者の育成を推進。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

36,838,000 41,208,000

40
海上からのテロによる被害を防止す
る

海上保安庁警備救難部
管理課・警備課

○ ○ ○ 1

○業績指標：海上及び海上からのテロ活動による被害の発生件
数
目標値：０（H17年度以降毎年度）
実績値：０（H17年度）
初期値：０（H14年度）

「重要施設の警備強化」、「港湾危機管理体制の強化」、「不審船
対応能力の整備・拡充」、「ＳＯＬＡＳ対応体制の強化」、「国際的な
テロ対策への積極的な参画」を海上テロ対策の主軸業務とし、こ
れらの業務を総合的かつ強力に推進していく。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

27,903,443 37,233,017

41
海上ルートによる薬物・銃器の流入を
阻止する

海上保安庁警備救難部
国際刑事課

○ ○ ○ 1

○業績指標：薬物・銃器密輸事犯の摘発件数
目標値：22.0件（H14～18年の平均）
実績値：15.6件（H13～17年の平均）
初期値：20.6件（H8～12年の平均）

　成果目標を達成するため、情報収集・分析、監視体制の強化、
国内外の関係機関との連携強化として、管区国際刑事課を設置す
るなど組織の整備及び巡視船艇・航空機を整備することにより、薬
物・銃器等が流出するおそれの高い国等から来航する船舶に対す
る水際における監視・取締り体制の強化を図る。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

28,059,591 37,335,947

42 船員災害を防止する
海事局運航労務課
安全衛生室

○ ○ ○ 1

H19年度の船員災害発生率を10.8‰とする 中小船舶所有者に対し船員災害防止のための協議会等の設置を
促進し、安全衛生教育、災害事例等に関する情報交換等を推進す
るとともに、作業時を中心とした死傷災害防止対策を図るため業
種別、態様別等の災害防止対策を策定し、死亡率の高い海中転
落防止対策として作業用救命衣等保護具の使用徹底を図る。ま
た、高年齢船員に対しては特に心身機能の変化に対応した死傷
災害防止対策を推進する

政策チェックアップ
（実績評価方式）

10,866 9,055

43 モーダルシフトを推進する
政策統括官付
政策調整官（物流担当）

○ ○ ○ ○ 1

国内長距離貨物輸送におけるモーダルシフト化率をH18年度で約
４７％の水準とする。

①荷主・物流事業者の自主的な取組の推進
②貨物鉄道の利便性の向上
③内航海運の競争力の強化

政策チェックアップ
（実績評価方式）

10,804,320 10,713,676
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44
住宅・建築物の省エネルギー化を推
進する

住宅局住宅生産課 ○ ○ ○ 1

○一定の省エネルギー対策を講じた住宅ストックの比率
　目標値：31％（H22年度）
　実績値：18％（H15年度）
　初期値：18％（H15年度）
○新築住宅における次世代省エネ基準達成率
　目標値：50％（H20年度）
　実績値：32％（H16年度）
　初期値：32％（H16年度）
○建築物の省エネルギー化率
　目標値：80％（H20年度）
　実績値：74％（H16年度）
　初期値：34％（H11年度）

　①環境共生住宅市街地モデル事業の推進
　②環境問題等に対応するための先導的技術開発及び普及の支
援
　③官庁施設のグリーン化の推進
※この他、改正省エネ法に基づく省エネ措置の届出制度の的確な
施行等により、目標の達成を図る。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

3,695,000 3,615,000

45
自動車から排出されるNox･PMを減
少させる

道路局地方道・環境課
道路環境調査室

○ ○ ○ ○ 1

業績指標：NO2・SPMの環境目標達成率
　　　　　　  NO2　　　SPM
目標値：   約8割　　約6割　（H19年度）
実績値：　   79%　　　 25%　（H17年度）
初期値：　   64%　　　　-　　（H14年度）

・依然として自動車に起因するNOX・PM排出量を削減することが
求められていることから、自動車の走行速度を向上させて燃費を
向上させ、ひいては自動車からの排出ガス量を削減するため、バ
イパス設置や交差点の立体化等の沿道環境改善事業を継続的に
実施する。
・自動車税及び自動車取得税の特例措置等を講じることにより、
環境負荷の小さい自動車の開発・普及を促進し、大気汚染問題の
改善を図る。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

29,810,000 28,821,000

46
幹線道路の沿道住民の騒音被害を
軽減する

道路局地方道・環境課
道路環境調査室

○ ○ ○ ○ 1

業績指標：夜間騒音要請限度達成率
目標値：72%（H19年度）
実績値：71%（H17年度）
初期値：61%（H14年度）

 ・夜間騒音の要請限度（７０ｄＢ）を超える区間を中心に、舗装の打
ち換えサイクルを考慮した低騒音舗装の敷設を行い、より効果的
な対策の実施に努める。
 ・低騒音舗装の敷設のみでは騒音の低減が十分ではない区間に
おいては、遮音壁の設置など複合的な沿道環境改善事業を実施
する。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

45,576,000 39,870,000

47
空港周辺の騒音による生活環境への
障害を軽減する

航空局環境整備課 ○ ○ ○ 1

業績指標：航空機騒音に係る環境基準の屋内達成率
目標値：９５％（H18年度）

　空港周辺住民が住宅に対して行う防音工事に対して助成する。
　そのほかにも航空機騒音対策として、発生源対策（航空機本体
の騒音低減）、空港構造の改良（空港又は滑走路の移転等）及び
空港周辺対策（緩衝緑地帯の整備や移転補償事業等）を実施して
いる。
　また、民家防音工事や移転補償事業等の補助制度については、
対象となる住民に対して、市町村や空港周辺整備機構の広報誌・
HP等を通じて制度の周知を図り、工事の実施による環境基準の
屋内達成率の向上を目指している。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

15,408,347 12,326,870

48 失われた水辺を再生する 河川局河川計画課 ○ ○ ○ ○ 1

失われた自然の水辺のうち、回復可能な自然の水辺の中で再生
した水辺の割合【０（H14）→約２割（H19）】

○自然再生、多自然川づくり等
河川において、良好な自然環境の再生のための自然再生や多自
然川づくりを推進。

○渚の創生
海岸侵食によって失われた砂浜に対し、沿岸域等において堆積傾
向にある箇所の余剰土砂や各種の事業によって生じる浚渫土砂
を有効活用し、効率的な海岸侵食対策を進める。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

18,892,875 14,971,400

49 失われた湿地・干潟を再生する 港湾局環境整備計画室 ○ ○ ○ 1

失われた湿地や干潟のうち、回復可能な湿地や干潟の中で再生
したものの割合【約2割（H14）→約3割（H19）】

・河川において、湿地や干潟を再生する自然再生事業を推進する
ことにより、良好な河川環境の保全・再生を図る。
・沿岸域において、海浜・干潟等の保全・再生・創出等自然環境に
優しく美しい港の形成を進める。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

4,734,500 4,394,050

50 都市域における自然環境を再生する
都市・地域整備局
公園緑地課

○ ○ ○ ○ 2

生物多様性の確保に資する良好な樹林地等の自然環境を保全・
創出する公園・緑地
　【0 ha（H14）→2,400 ha（H19）】

　都市域において、樹林地・草地・水辺地等により構成される良好
な自然的環境を確保するため、公園・緑地を整備する。
　港湾空間における良好な環境実現のため、港湾緑地の計画的
な整備を進める。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

14,179,000 12,061,750

51
水質保全上重要な地域における水質
を改善する

都市・地域整備局
下水道部下水道事業課

○ ○ ○ ○ 1

環境基準達成のための高度処理人口普及率11%(H14)→14%(H17)
→17%(H19)
湾内青潮等発生期間の短縮H14比約0%減(H14)→約8%減（H16）→
約5%減(H19)

三大湾、指定湖沼等の水質を改善するために、高度処理の普及
を推進する。また、閉鎖性海域において、海底の汚泥の浚渫や良
質な土砂を用いた覆砂及び海域に浮遊するゴミや油の回収を進
める。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

77,014,750 76,628,000

52
都市の親水空間の確保のため、合流
式下水道を改善する

都市・地域整備局
下水道部下水道事業課

○ ○ ○ 1

合流式下水道改善率15%(H14)→18%(H17)→40%(H19) 合流式下水道について雨天時に公共用水域へ排出される汚濁物
質負荷量を分流下水道並み以下にするために、遮集管きょの整
備、雨水滞水池の整備、スクリーンの設置等を実施する。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

67,093,000 68,324,000
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53 建設工事のリサイクルを推進する
総合政策局
事業総括調整官室

○ ○ ○ 1

国の直轄工事におけるアスファルト・コンクリート塊、コンクリート
塊、建設発生木材のリサイクル率

建設分野における循環型社会構築のための検討調査経費や建設
リサイクル法等の検討調査経費などにより建設廃棄物のリサイク
ル推進方策について検討を行い、推進計画の改定などを行う。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

55,008 45,551

54 海面処分場の容量を確保する 港湾局環境整備計画室 ○ ○ ○ 1

可能な限り減量化したうえで海面処分場でも受入が必要な廃棄物
の受入【100%（H14）→100%（H15以降毎年）】

・必要な処分場（廃掃法基本方針　一般廃棄物：地域ごとに必要と
なる最終処分場を今後とも継続的に確保　産業廃棄物：平成22年
度において、最終処分量の5年分程度を確保）を確保するため、廃
棄物海面処分場の整備を進める。
・また、最終処分場の残余年数は地域において偏在性があるた
め、各地域で適正な受入量を確保し、必要であれば広域処理場の
活用を図る。
・近畿圏では、２府４県１７７市町村（平成１８年３月現在）を対象と
した広域処理場の整備を進める（大阪湾フェニックス）。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

7,792,200 6,592,700

55 循環資源の輸送コストを低減する 港湾局環境整備計画室 ○ ○ ○ ○ 1

循環資源国内輸送コスト低減率【H14比約1割減（H19）】 ・静脈物流拠点であるリサイクルポートにおいて、重点的に岸壁等
の整備を行う。また、第３セクター等が行う循環資源取扱支援施設
整備に対する支援を行う。
・静脈物流システムの構築に向け、リサイクルポートに指定された
港湾管理者やリサイクルを行う民間企業等によって設立されたリ
サイクルポート推進協議会と国との連携を促進する。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

718,500 816,277

56 下水汚泥のリサイクルを推進する
都市・地域整備局
下水道部下水道事業課

○ ○ ○ 1

下水汚泥リサイクル率60%(H14)→70%(H17)→68%(H19) 引き続き下水汚泥の減量化やリサイクルの推進を図っていくた
め、下水汚泥の緑農地利用や建設資材利用を推進する。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

18,992,000 18,050,000

57
地域の競争条件確保のための幹線
道路網を構築する

道路局企画課
道路経済調査室

○ ○ ○ 1

業績指標：規格の高い道路を使う割合
目標値：15%(H19年度)
実績値：14%(H17年度)
初期値：13%(H14年度)

○規格の高い道路のネットワーク構築
・高規格幹線道路の整備
・地域高規格道路の整備

○料金割引による利用促進
・ＥＴＣ利用者を対象した高速自動車国道における「深夜割引」、
「早朝夜間割引」、「通勤割引」、「マイレージ割引」「大口・多頻度
割引」を順次導入。
・首都高、阪高においては、利用頻度に応じた割引、曜日別時間
帯割引を実施。

○スマートICの活用等による追加ICの整備促進
・ETCを活用した追加ICの導入に向けた社会実験の実施。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

871,325,000 818,745,000

58
整備新幹線の整備、在来幹線鉄道の
高速化を推進する

鉄道局幹線鉄道課 ○ ○ ○ 1

業績指標：５大都市圏からの鉄道利用所要時間が３時間以内であ
る鉄道線路延長【15,200km（平成20年度）】

新幹線鉄道整備事業費補助、在来線の高速化に対する補助等 政策チェックアップ
（実績評価方式）

70,960,000 71,072,000

59
国内航空需要の増大に応じた輸送
サービス提供量を確保する

航空局航空企画調査室 ○ ○ ○ 1

業績指標：国内航空サービス提供レベル
目標値：1,500億座席キロ（H19年度）

○航空サービスの充実
　東京国際空港（羽田）の再拡張事業を推進するなど、大都市圏
拠点空港の整備を推進するとともに、一般空港については、継続
事業を中心とし、空港におけるアクセスの改善、航空機の就航率
改善等既存空港の質的向上のための整備を推進する。
　また、航空交通の増大等に対応した管制処理能力の向上等を図
るため次期管制システムの整備等を推進する。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

255,614,004 268,952,472

60
国際海上貨物の輸送コストを低減す
る

港湾局計画課 ○ ○ ○ ○ 1

国際海上コンテナ貨物等輸送コスト低減率【H14比5%減（H19）】 国際海上コンテナ貨物等の輸送コストを低減し、我が国の港湾の
国際競争力の強化のため、スーパー中枢港湾プロジェクトを推進
するとともに、中枢・中核港湾における国際海上コンテナターミナ
ルの整備、多目的国際ターミナルの整備などのハード施策、港湾
の諸手続の簡素化、港湾物流情報プラットフォームの構築などの
ソフト施策を推進する。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

120,277,552 133,245,429

61
国際航空需要の増大に応じた輸送
サービス提供量を確保する

航空局航空企画調査室 ○ ○ ○ 1

業績指標：国際航空サービス提供レベル
目標値：旅客4,800億座席キロ・貨物300億トンキロ（H19年度）

○国際拠点空港等の整備の推進
　国際拠点空港である成田国際空港、関西国際空港及び中部国
際空港の整備を推進する。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

32,276,000 16,128,100

62
ふくそう海域における円滑な船舶航
行を確保する

海上保安庁交通部
企画課

○ ○ ○ ○ 1

○業績指標：ふくそう海域における管制船舶の入港までの航行時
間の短縮
目標値：150分（H14年度に比べ約15%短縮（東京湾）（H19年度）
実績値：173分（東京湾）（H17年度）
初期値：180分（東京湾）（H14年度）
○業績指標：船舶航行のボトルネック解消率
目標値：90%（H18年度）
実績値：83%（H17年度）
初期値：75%（H12年度）

・次世代型航行支援システム等航路標識の整備
・海上交通センター等の拡充
・海上交通センター等の的確な運用の継続
・主要国際幹線航路の整備及び保全

政策チェックアップ
（実績評価方式）

19,384,983 16,614,925
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63
国際空港への鉄道アクセスを向上さ
せる

鉄道局都市鉄道課 ○ ○ ○ 1

業績指標：国際拠点空港と都心部との間の円滑な鉄道アクセスの
実現（都心部との間の鉄道アクセス所要時間が３０分台以内であ
る三大都市圏の国際空港の数）【２（平成１８年度）】

ニュータウン鉄道等整備事業費補助 政策チェックアップ
（実績評価方式）

4,136,000 4,805,000

64 空港・港湾・道路等の連携を強化する
道路局企画課
道路経済調査室

○ ○ ○ 1

業績指標：拠点的な空港・港湾への道路アクセス率
目標値：68％（H19年度）
実績値：66％（H17年度）
初期値：59％（H14年度）

・国際競争力の向上や観光・地域間交流の促進を図るため、空
港・港湾へのアクセス道路を重点的に整備する。
・関係機関と連携して道路の新設・拡幅や交差点改良、信号現示
の改良等、ハード・ソフト施策を組み合わせてアクセスの迅速化を
図る。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

72,368,000 79,296,000

65 都市再生を促進する
都市・地域整備局
市街地整備課

○ ○ ○ 1

「業績指標：都市再生緊急整備地域等における民間投資誘発量」
　初期値：1250ha（H15）→実績値：1840ha（H17）→目標値：2500ha
（H19）

既成市街地において、土地区画整理補助事業等の施策を講じるこ
とにより、都市基盤を整備するとともに、細分化している敷地や街
区の統合化、共同化を推進し、良質な都市空間の形成を図る。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

785,000 831,000

66
三大都市圏の環状道路ネットワーク
を形成する

道路局企画課
道路経済調査室

○ ○ ○ 1

業績指標：三大都市圏の環状道路整備率
目標値：50%(H19年度)
実績値：43%(H17年度)
初期値：35%(H14年度)

・三大都市圏の都心部における慢性的な渋滞や沿道環境の悪化
等を大幅に解消するとともに、その整備により誘導される新たな都
市拠点の形成等を通じた都市構造の再編を促す三大都市圏環状
道路の整備を推進。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

224,138,000 226,931,000

67
土地の高度利用と市街地の防災性
の向上を図る

住宅局市街地建築課 ○ ○ ○ ○ 1

○都市機能更新率
目標値：36　％　（H20年度）
実績値：34.1％　（H17年度）
初期値：31.8％　（H15年度）

都市再開発法に基づき、市街地の土地の合理的かつ健全な高度
利用と都市機能の更新を図る市街地再開発事業を、補助、融資、
債務保証、税制特例等により支援し、その推進を図っている。ま
た、市街地における任意の再開発のうち、一定の要件を満たすも
のについて、地区再開発事業、優良建築物等整備事業等により支
援するとともに、再開発と一体的に周辺地域の整備を行う都市再
生総合整備事業等により、市街地の面的な整備や拠点の形成を
図っている。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

27,371,000 30,030,000

68 複合一貫輸送を促進する 港湾局計画課 ○ ○ ○ 1

複合一貫輸送※に対応した内貿ターミナルから陸上輸送半日往
復圏の人口カバー率【75%（H12）→80%（H18）】
※複合一貫輸送とは、海上輸送と鉄道、トラック輸送を組み合わせ
てドア・ツー・ドアの輸送を完結する輸送方式をいう。

今後ともマルチモーダルな交通体系を目指すべく、複合一貫輸送
に対応した内貿ターミナルを整備するなどにより円滑な物流活動
の促進を図る。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

6,461,150 6,589,550

69 国内海上輸送コストを低減させる 港湾局計画課 ○ ○ ○ 1

フェリー等国内貨物輸送コスト低減率【H14比4%減（H19）】 今後とも、国内貨物輸送コストの低減に資するとともに、環境負荷
が少なく、エネルギー効率の高い国内海上輸送の利用促進を図る
ため、複合一貫輸送に資する内貿ターミナル及び一般内貿ターミ
ナルの整備を適切に進める。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

17,452,500 16,664,137

70 都市鉄道網を充実させる 鉄道局都市鉄道課 ○ ○ ○ 1,2

業績指標：
（１）都市鉄道（三大都市圏）の整備路線延長（km）（カッコ内は
複々線化区間延長）　【東京圏：2,387（221）（平成１８年度）】、【大
阪圏：1,565(135)（平成１８年度】、【名古屋圏：973(2)（平成１８年
度）】
（２）都市鉄道（東京圏）の混雑率【165%（平成１８年度）】

地下高速鉄道整備事業費補助、ニュータウン鉄道等整備事業費
補助、都市鉄道等利便増進事業費補助

政策チェックアップ
（実績評価方式）

34,165,000 33,645,000

71 バスの利便性を向上させる
自動車交通局総務課
企画室

○ ○ ○ ○ 1

バスロケーションシステムが導入された系統数　4,000系統（平成
18年度）
コミュニティバスの運行に取り組む事業者数　330事業者（平成18
年度）
バスカードを導入したバス車両数　75%（平成18年度）

バス利用促進等総合対策事業等の活用や関係機関との協力等に
より、バス事業者のサービス向上のための取組みを支援し、利用
者にとって魅力ある安全で安心なバスサービスの提供を可能とす
る環境整備に取り組む。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

1,624,227の内数（一般）
1,600,000の内数（特別）

1,594,034の内数（一般）
1,767,500の内数（特別）

72 都市内の交通渋滞を緩和する
道路局企画課
道路経済調査室

○ ○ ○ ○ 1

業績指標：道路渋滞による損失時間
　目標値：　38.1億人時間／年を約1割削減（H19年度）
　実績値：　35.1億人時間／年（H17年度）
　初期値：　38.1億人時間／年（H14年度）

業績指標：ETC利用率
　目標値：　約８割（H20年春）
　実績値：　65％（H18年春）※日別データ：平成18年6月15日
　初期値：　5％（H14年度）

業績指標：路上工事時間の縮減率
　目標値：　201時間／km･年を約4割削減（H19年度）
　実績値：　126時間／km･年（H17年度）
　初期値：　201時間／km･年（H14年度）

○渋滞対策の推進
・引き続き、バイパス・環状道路整備、交差点立体化、連続立体交
差事業、交通結節点改善事業やTDM施策等を実施。また、右折
レーン設置等既存の道路空間の再配分、ＶＩＣＳの整備やＥＴＣの
普及促進等を図る。その際、地域ニーズを考慮しつつ、渋滞損失
時間や主要渋滞ポイントなど実測のデータに基づき優先的に対策
すべき箇所を抽出し、渋滞の激しい箇所に重点的に対策が行われ
るよう、事業の推進を図る。

○ETC利用率
EＴＣの効果を発現させるためにＥＴＣの利用の促進を図ることが重
要であり、以下の施策を実施する。
・ ETC利用者を対象とした多様で弾力的な料金割引の実施（首都
高速、阪神高速における対距離料金制導入に向けた環境整備
等）、ETC車載器リース制度等の車載器購入支援の実施、ワンス
トップサービスの実施、ETC専用レーンの増設、二輪車ETCの本格
導入、駐車場等におけるETCの多目的利用の推進

○路上工事の縮減
・路上工事調整会議（道路管理者、占用企業者等で構成）におい
て、地域住民や交通工学等の有識者の意見を聞きつつ、観光シー
ズンの工事抑制や、五・十日の工事抑制等の地域の行事や道路
利用を踏まえたきめ細かな路上工事縮減を推進する。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

307,760,000 299,874,735
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73 地方バス路線を維持する 自動車交通局旅客課 ○ ○ ○ 1

地方バス路線の維持率　目標値：100％（H20年度） 国と地方の適切な役割分担のもと、地域協議会において維持・確
保が必要と認められ、国が定める基準に適合する広域的・幹線的
路線に対してその維持対策費を補助する。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

7,169,074 7,133,296

74 離島航路を維持する 海事局内航課 ○ ○ ○ 1

業績指標：有人離島のうち航路が就航されている離島の割合   目
標値：７１%(H２２年度)

○離島航路の維持及び改善を図るため離島航路補助金（離島航
路補助）を交付する。
○離島航路におけるバリアフリー化を推進するため離島航路補助
金（バリアフリー化建造費補助）を交付する。
○離島航路に就航する船舶に係る固定資産税の軽減（課税標準
を５年間１／６に軽減）する。
○離島地域観光振興を核とした交流人口の拡大により、離島航路
の活性化を図る。
また、今後の取り組みの方向性として、離島航路補助金について
は、所要の予算額を確保するとともに、航路事業者の経営効率化
を図るべく指導を強化する。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

3,844,047 3,844,252

75 離島航空路を維持する 航空局航空事業課 ○ ○ ○ 1

業績指標：生活交通手段として航空輸送が必要である離島のうち
航空輸送が維持されている離島の割合
目標値：９６％（H22年度）

○離島航空路線維持対策の実施
　幹線等の高需要路線に比べ競争力が弱く、コスト面で割高な離
島航空路線については、以下の総合的な支援措置を講じ、離島航
空路線の維持を図る。
①予算措置
      離島航空路線運航費補助金
      機体購入費補助
      衛星航法補強システム（ＭＳＡＳ）受信機購入費補助
②離島航空路線に就航する航空機に係る航空機燃料税及び固定
資産税の軽減措置
③離島航空路線に就航する航空機に係る着陸料の軽減措置

政策チェックアップ
（実績評価方式）

1,912,670 350,151

76 外国人旅行者の訪日を促進する 総合政策局国際観光課 ○ ○ ○ 1

訪日外国人旅行者の増大【476万人（H12）→743万人（H18）】 ビジット・ジャパン・キャンペーンの実施等 政策チェックアップ
（実績評価方式） 3,995,377 3,980,284

77 国民の観光を促進する 総合政策局観光経済課 ○ ○ ○ 1

国民一人あたりの平均宿泊旅行回数の増加【1.52回（H12）→２回
（H18）】

連続休暇取得による旅行需要創出のための環境整備等 政策チェックアップ
（実績評価方式） 360,971 510,419

78 国営公園の利用を促進する
都市・地域整備局
公園緑地課

○ ○ ○ 1

全国民に対する国営公園の利用者数の割合
　【５人に１人（H14）→４人に１人（H19）】

国営公園の着実な整備の推進及び適正な維持管理の実施によ
り、国営公園における利用促進を図る。

政策チェックアップ
（実績評価方式） 30,899,000 30,221,000

79 ダム周辺施設等の利用を促進する 河川局河川計画課 ○ ○ ○ 2

地域に開かれたダム、ダム湖利用者数【499万人（H12）→621万人
（H18）】

①ダム湖周辺整備の推進
　河岸整備、河岸緑化、管理道路等の整備を行い、ダム湖周辺の
適正な利用を誘導する。

②ダム周辺施設の利活用、上下流交流の推進
「水源地域ビジョン」をもとに、ダム周辺施設の利活用を促進すると
ともに上下流交流を推進し、ダム湖の利用者数の増大を図る。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

345,880 69,380

80 地域の交流を促進する 道路局地方道・環境課 ○ ○ ○ 1

業績指標：隣接する地域の中心の都市間が改良済みの国道で連
絡されている割合
目標値：77%（H19年度）
実績値：74%（H17年度）
初期値：72%（H14年度）
業績指標：日常生活の中心となる都市まで、30分以内で安全かつ
快適に走行できる人の割合
目標値：68%（H19年度）
実績値：65%（H17年度）
初期値：63%（H14年度）

・住民生活の（通勤、通学、医療、福祉、防災）の利便性の向上、
地域経済の活性化等を図るため、隣接する地域の中心都市を結
ぶルートである「地域間交流ルート」を重点的に整備を推進する。
・地域内の交流の円滑化に資する道路整備として、市町村合併支
援事業等を推進する。また、地域の実情に応じつつ効率的な道路
整備を推進する観点から、1.5車線的道路整備等を推進する。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

126,357,000 118,814,000

81
不動産証券化市場を健全に発展させ
る

総合政策局不動産業課
不動産投資市場整備室

○ ○ ○ 1

不動産証券化市場規模
目標値：３３兆円（平成１９年度）
実績値：２５兆円（平成１７年度）
初期値：１８兆円（平成１６年度）

社会資本整備審議会産業分科会不動産部会において、年金基金
や一般投資家等の多様化する投資家ニーズに応じた不動産投資
関連サービスの在り方や不動産管理の適正化による良質な不動
産ストックの維持の在り方等について検討を行い、平成１８年度中
を目途に答申を行う。
また、地方の不動産証券化市場の裾野の拡大を実現するため、
地方都市における不動産証券化に関する講習会の支援や不動産
証券化ファンド組成の社会実験を行い、地方都市における証券化
のノウハウ蓄積と人材育成を図る。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

0 125,160
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82 中古住宅・不動産流通を促進する 住宅局住宅政策課 ○ ○ ○ 1

○指定流通機構（レインズ）における不動産仲介物件等の登録
データ量
目標値：230千件（H22年度）
実績値：204千件（H17年度）
初期値：204千件（H17年度）
○既存住宅の流通シェア
目標値： 19％（H22年）
実績値：13％（H15年）
初期値：13％（H15年）

①中古住宅の住宅性能表示制度の普及促進
インターネットやパンフレット等の各種媒体による制度のＰＲ、地方
公共団体等の各種団体が行う普及活動への支援等を行うことによ
り、中古住宅の住宅性能表示制度の普及を促進する。
②不動産の評価システムの確立
宅建業者による価格査定の合理的手法として策定している価格査
定マニュアルについて、中古住宅の質やリフォームなどの維持管
理状況等を適切に価格査定に反映できるよう改定を行い、良質な
中古住宅の流通を促進。
③不動産取引情報の提供促進
不動産取引情報については、消費者による相場観の把握等を支
援する観点から検討された、新たな市況情報の提供システムにつ
いて、平成19年度本格稼働開始を目指して開発を進め、消費者が
安心して不動産取引を行える環境を整備する。
④不動産の個別の取引価格情報の提供について、個人情報等の
保護に対する国民意識にも配慮しつつ制度を構築の上、さらに充
実していくため、幅広い国民の理解が得られるよう、実施上の課題
も含めて、実績を通じて検証していく。
⑤マンション履歴システムの構築
マンションの購入予定者が管理の質を考慮してマンションを選択で
きる環境を整備すべく、マンションの修繕の履歴情報等の管理情
報を登録・閲覧が可能となるマンション履歴システムを構築。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

355,496 417,982

83 住宅リフォーム市場を活性化する 住宅局住宅政策課 ○ ○ ○ 1

○リフォーム実施戸数の住宅ストック戸数に対する割合
目標値：3.9％（H22）
実績値：2.4％（H11～15平均）
初期値：2.4％（H11～15平均）

①住宅リフォームに係る情報提供他
インターネットを活用したリフォーム事業者や住宅リフォーム工事
標準契約書式等に関する情報提供、増改築相談員制度等による
人材育成、住宅のリフォーム工事等におけるトラブル事例の収集
と分析等を実施。また、リフォームに関する相談窓口の設置、地方
公共団体が行うリフォーム相談会等への支援を行う。
②増改築工事における瑕疵保証保険制度の活用
増改築工事（10㎡以上で費用５００万円以上のもの）に対し、構造
耐力上主要な部分等に係る瑕疵保証保険制度を活用。
③リフォームしやすい住宅・部品の開発・普及
長期耐用性を有しリフォームしやすいＳＩ住宅や長寿命木造住宅等
の普及や、優良住宅部品認定制度の活用等による質が高くリ
フォームしやすい住宅部品の開発・普及を図る。
④社会的課題に対応した住宅ストックの質の向上に向けたリ
フォームの推進
安全の確保、高齢化社会への対応、地球環境問題への対応など
の社会的課題に対応できるよう住宅ストックの質を向上していくた
めに、住宅・建築物耐震事業や地域住宅交付金の活用による耐
震改修やバリアフリーリフォーム、省エネリフォームを推進する。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

200,000 200,000

84
公共工事の入札及び契約の適正化
を推進する

総合政策局建設業課
入札制度企画指導室

○ ○ ○ 2

公正で競争的な市場環境の整備 毎年度入契法に基づく措置状況調査を行い、各発注者に対し必要
な措置を講ずるよう要請する。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

5,870 5,817

85 基礎的な土地情報を整備する
土地・水資源局
国土調査課

○ ○ ○ 1

地籍が明確化された土地の面積
目標値：１５８千㎢（平成２１年度）

　国土調査法及び国土調査促進特別措置法に基づき、地籍調査
の実施を実施主体の地方公共団体に対して技術的、財政的に支
援するとともに、地籍フェアその他の広報・普及活動を行うことによ
り地籍調査に対する一般国民の理解の醸成を図る。
　 また、進捗が遅れている都市部の地籍整備を促進させるため、
都市再生街区基本調査（土地活用促進調査）を始めとする各種事
業を実施する。

政策チェックアップ
（実績評価方式）

24,661,022 17,617,945

86
地理情報の利用環境の整備・充実を
図る

国土地理院総務部
政策調整室

○ ○ ○ 1

平成20年度末までに、電子国土Webシステムを利用して情報発信
をする者（個人・法人を問わない）として2000件を達成する

・参加団体を限定することなく、広く一般に技術情報を公開
・電子国土Webシステムの機能拡張、ユビキタス化など技術開発
の推進
・電子国土運営協議会の設置、普及啓発活動の充実
など

政策チェックアップ
（実績評価方式）

32,255 28,440
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